
経 済 産 業 大 臣
基 本 方 針 の 策 定

平成12年9月制定
平成20年3月改定

平成12年9月制定
平成17年10月、平成20年3月改定
５年ごとに10年間の計画を策定

最 終 処 分 計 画 の 策 定

電気事業者
再処理事業者
ＭＯＸ燃料加工事業者　他

原子力発電環境整備機構
・処分地の選定
・最終処分の実施
・拠出金の徴収　他

（公財）原子力環境整備促進・
　　　　　 資金管理センター

　 　 資金の管理・運用　他

◎最終処分の基本的方向
◎国民、関係住民の理解増進に関する事項
◎関係者の役割分担　他

◎最終処分の実施時期、処分量
◎（今後、概要調査地区等が選定されたときはその所在地）　他

拠出金単価の決定 実施計画の策定 指定・監督

設立認可・監督

実施計画の承認

解散の歯止め

不測の事態への対応

発電用原子炉設置者等 処分実施主体

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構
基盤研究開発の実施　他

研究開発機関

資金管理主体拠出金の
納付

積立金の
外部管理

資金の流れ

積立金の取戻し
（経済産業大臣の承認要）

出典：原子力委員会「新大綱策定会議資料」より作成

（注）最終処分法では、原子力発電により生ずる高レベル放射性廃棄物を固化したものを「特定放射性廃棄物」、地層処分については「最終処分」としている
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高レベル放射性廃棄物の処理・処分の取組み体制

原子力・エネルギー図面集


